
「公立病院改革プラン」による自治体病院の縮小・再編に

反対し、いのちと地域を守る大運動をいっそう強化しよう。
― 総務省の「公立病院改革プラン策定状況等について」（調査結果）についてのコメント―

２００９年５月１３日 京都自治労連・病院対策委員会

総務省は 4 月 28 日、地方自治体に対して 3 月末までの策定を要請していた公立病院の「改革プ

ラン」についての調査結果をまとめ公表した。その概要から次の点が指摘できる。

① 「公立病院改革ガイドライン」で都道府県に「旗振り役」が求められていた、「再編・ネット

ワーク化の計画・構想等の策定」では、「策定済み」が２２道府県、「２１年度内策定予定」が１６

県、「２２年度以降・時期未定・検討中」が、京都府をふくむ９都府県となっている。

「作成済み」のところは全都道府県の半数以下であり、「ガイドライン」で「都道府県は・・・

平成２０年度までに都道府県内の公立病院等の再編・ネットワークに関する計画を策定」と明記し

ていたことからみても、政府・総務省の当初の思惑通り進んでいないことが浮き彫りになっている。

しかも、「策定済み」としている道府県でも、北海道・岩手をはじめ、全国各地で計画・構想へ

の批判が広がり、計画そのものの大幅な修正や頓挫寸前の状況になっている地域もある。

このことは、この間、自治労連が関係団体と共に進めてきた「いのちと地域を守る運動」や、市

町村長・地域の住民・広範な団体が共同した「住民ぐるみの地域医療をまもる」運動などの反映と

いえる。引き続き、都道府県を通じた「ガイドライン」にもとづく「再編・ネットワーク化」等の

押しつけに対して、地域での共同を広げて取り組みを発展させることが重要になっている。

② 一方、各自治体ごとの「病院改革プラン」の策定状況では、都道府県立病院で「策定済み、３

９都道府県（８３％）」「２１年度内策定予定、８府県（１７％）」、市町村立・一部事務組合立等は

「策定済み、５６４自治体（９２・６％）「２１年度以降策定予定・検討中、４５自治体（７・４％）」

となっており、ほとんどの自治体で策定されている。京都は、府立病院が「２１年度内策定予定」、

市町村立・一部事務組合等では、１０自治体中、９自治体で策定済みで、「２１年度内策定予定」

が、南丹病院組合となっている。

③ これは、この間の政府の構造改革路線に基づく社会保障費削減・自治体構造改革の政策のもと、

医療制度の改悪・医師看護師不足・地方交付税削減などによる、自治体病院運営の困難に加えて、

地方財政健全化法や「ガイドライン」による自治体締め付けの結果と考えられる。

各自治体の「改革プラン」の中には、この間の運動が反映して、例えば、京都・亀岡市の例に見

られるように、ガイドラインに追随した内容ではないものもあるが、全体的には、政府・総務省に

追随し地域医療の実態を無視して、「経営の効率化」「再編・ネットワーク化」「運営形態の変更」

をおしすすめようとするものが多くあり、これらが現実に具体化されると、地域医療の崩壊といわ

れる事態に拍車をかけ、国民の生存権を脅かし、地域そのものの崩壊を加速させる危険がある。

③ 本年３月～４月に朝日新聞社が独自に実施した、全国の自治体病院への改革プランの内容につ



いてのアンケート調査（本年３～４月、全国６５７病院が回答）によると、ベッド削減を決定・検

討している病院が３３％もあり、病床削減数は、具体的に答えた１３７病院だけで５７２９床にも

のぼっている。地域的には、北海道の病院の６１％、東北４４％、近畿３６％、四国３６％、北陸・

甲信越・東海２８％、九州２６％中国２５％、関東１２％が削減を決定・検討している。

また、過疎地などで重要な役割を果たしている「５０床未満の病院」のうち、４９％が削減を決

定・検討し、４４％が診療所への転換を検討していると回答している。

身近に入院できる病院がなくなり、「医療難民」といわれる実態がさらに深刻となり、救急医療

体制がいっそう困難となるなど、「保険あって医療なし」の事態が広がって、国民皆保険制度を医

療提供体制の側から崩壊させることに繋がる危険性が浮き彫りになっている。

④ いま、大きな社会問題になっている新型インフルエンザへの対応についても、自治体病院が、

感染症指定医療機関として、また発熱外来の設置などで、かけがえのない大きな役割を担っている

ことが、あらためて明らかになっている。

自治労連は、政府が自治体病院が地域で担っている役割を深く認識し、「ガイドライン」に基づ

く縮小・再編の押しつけを中止するとともに、地域医療・自治体病院の拡充・強化にむけて、医師

確保をはじめ緊急・抜本的な支援を行うことを強く要求する。

また、自治体・病院当局が、ガイドラインに基づく国の地方自治への介入に反対するとともに、

住民と力を合わせて地域医療と自治体病院を再建・充実し、住民とともに健康で安心して暮らせる

地域づくりをすすめることを強く求める。

自治労連は引き続き、幅広い国民諸階層と連帯・共同して「いのちと地域を守る大運動」を強化

し、地域医療の実態を無視した「ガイドライン」の押しつけや「病院改革プラン」による自治体病

院の縮小・再編に立ち向かい、地域医療・自治体病院の充実をめざして、地域からの提案づくりを

はじめとする取り組みをいっそう発展させる。

また、地域医療・自治体病院の 3 重苦（診療報酬の改悪・自治体の財政悪化・医師看護師不足）

の根本にある社会保障費削減・自治体構造改革など、自・公政権すすめる構造改革政治の転換にむ

けて全力で奮闘する。

・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・

（別記） 各自治体の「病院改革プラン」作成状況の概要

① 「経営の効率化」では、「２０年度において既に黒字（見込み）」が１７０病院（２０・３％）、

経常収支黒字化目標年度について「２１～23 年度」が３７４病院（４４・７％）

② 「再編・ネットワーク化」では「２０年度末までに結論をとりまとめ済み」が 159 病院（19％）、

「２１～23 年度に結論をとりまとめ」は２７６病院（３３％）

③ 「経営形態の見直し」では、「２０年度末までに結論をとりまとめ」が２４５病院（２９・

３％）、「２１～23 年度に結論予定」は３０８病院（３６・８％）となっている。

④ 「経営形態の見直し」の内容では、

地方公営企業法の全部適用（実施済み 300 病院）新たに 78 病院が予定、

地方独立行政法人化（実施済み 11 病院）新たに 34 病院が予定、

指定管理者制度の導入（実施済み 54 病院）新たに 10 病院が予定、

民間移譲は新たに 12 病院が予定、Ｈ23 年度までに結論取りまとめ予定が 553 病院（66.1％）。


